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海難定義・海難種類等 

令和 3 年海難の現況と対策 1 

 

 はじめに 

海は、海上交通や漁業、マリンレジャーといったさまざまな活動の場として利用さ
れ、私たちにとって身近な存在ですが、時に衝突、転覆等の船舶海難やマリンレジャー
活動に伴う海中転落、帰還不能等の人身海難が発生する危険な場所でもあります。 

海上保安庁では、船舶交通の安全確保や海浜事故防止に関する様々な対策を講じる
とともに、国民の皆様に海の危険性についても周知・啓発活動を行い、海難の未然防止
に努めています。 

また、不幸にも海難が発生した場合に備え、救助体制の充実強化、民間救助組織等と
の連携・協力に努め、海難発生時には迅速かつ的確な捜索救助活動を行い、一人でも多
くの人命、財産を救助することに全力を尽くしています。 
 

 海難定義・海難種類 

海難定義・海難種類は次のとおりです。 
 
１ 海難定義 

船 舶 海 難 

海上において船舶に次のいずれかに該当する事態が生じた場合をいう。 
 衝突・乗揚・転覆・浸水・爆発・火災・行方不明 
 機関、推進器、舵等の損傷又は故障その他運航不能等 

人 身 海 難 

海上又は海中において次のいずれかに該当する事態が生じた場合をいう。 
 船舶海難によらない乗船者の海中転落、負傷、病気、中毒等 
 海浜等において発生した乗船者以外の者の負傷、溺水、帰還不能等 

（マリンレジャーに伴う海浜事故とマリンレジャー以外の海浜事故に区分） 

 

  



海難定義・海難種類等 

2 令和 3 年海難の現況と対策 

２ 海難種類 

（１）船舶海難 

海 難 種 類 細 分 類 内    容 
衝 突 － 船舶が、他の船舶に接触し、いずれかの船舶に損傷が生じたことをいう。 
単 独 衝 突 － 船舶が、物件に接触し、船舶又は物件に損傷が生じたことをいう。 

乗 揚 － 
船舶が、陸岸、岩礁、浅瀬、捨石、沈船等水面下にあって大地に直接又は
間接的に固定している物に乗揚げ、乗切り又は底触したことをいう。 

転 覆 － 
船舶が、外力、過載、荷崩れ、浸水、転舵等のため、ほぼ 90 度以上傾斜
して復原しないことをいう。 

浸 水 － 船外から海水等が浸入し、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 
火 災 － 船舶又は積荷に火災が発生したことをいう。 

爆 発 － 
船舶において、積荷、燃料、その他の爆発性を有するものが、引火、化学
反応等によって爆発したことをいう。 

運 航 不 能 

推 進 器 障 害 
推進器及び推進軸が、脱落し、若しくは破損し、又は漁網、ロープ等を巻
いたため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 

舵 障 害 
舵取機及びその付属装置の故障、舵の脱落又は破損により、船舶の航行に
支障が生じたことをいう。 

機 関 故 障 
主機等推進の目的に使用する機械が故障し、船舶の航行に支障が生じたこ
とをいう。 

機 関 取 扱 
不 注 意 

機関は故障していないが、機関の取扱不注意のため、航行不能となったこ
とをいう。 

バ ッ テ リ ー 
過 放 電 

機関の運転に必要なバッテリーが過放電したため、船舶の航行に支障が生
じたことをいう。 

燃 料 欠 乏 
機関の運転に必要な燃料が欠乏したため、船舶の航行に支障が生じたこと
をいう。 

ろ・かい喪失 ろ・かいが喪失したため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 
無 人 漂 流 
（係留不備） 

係留索の解らん又は切断等による船体の漂流をいう。 

無 人 漂 流 
（海中転落） 

操船者の海中転落による船体の漂流等をいう。 

操船技能不足 カヌー、ヨット等の操船者の操船能力不足のため、漂流したことをいう。 

有 人 漂 流 
乗船中の操船者が船舶海難によらない死亡又は傷病のため、漂流したこと
をいう。 

船 体 傾 斜 船体が傾斜したため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 
走 錨 走錨により、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 
荒 天 難 航 荒天の影響のため、船舶の航行に支障が生じたことをいう。 
そ の 他 運航不能のいずれにも属さないものをいう。 

そ の 他 
船体行方不明 船舶が行方不明となったことをいう。 
船 位 喪 失 自船の船位が不明のため、救助を求めた場合をいう。 
そ の 他 その他のいずれにも属さないものをいう。 
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（２）人身海難 

事故内容 解  説 
海 中 転 落 船舶から、陸岸等からを問わず、海中への転落をいう。（自殺を除く。） 
負 傷 医療機関において治療を要する程度のものをいい、傷害を含む。 

病 気 
医療機関において治療を要する程度のものをいう。なお、病気の発生により海中転落、溺
水、帰還不能等に陥った場合は、病気とせずにそれぞれの内容に分類。 

中 毒 
ガス、酸欠又は食べ物等による中毒であって、医療機関において治療を要する程度のも
のをいう。 

自 殺 自殺の場合をいう。（未遂の場合を含む。） 
溺 水 海で溺れた場合をいう。（海中転落を除く。） 
帰 還 不 能 漂流、孤立等により保護が可能な陸岸に戻れない状態となった場合をいう。 
そ の 他 いずれにも属さないものをいう。 

 
（３）船舶の用途 

用  途 詳  細 解  説 
貨 物 船 － 推進機関を有する船舶で、専ら貨物の輸送に従事するものをいう。 

タ ン カ ー － 
推進機関を有する船舶で、その貨物倉の大部分又は一部分がばら積
みの液体物質の輸送のための構造を有する船舶をいう。 

旅 客 船 － 

旅客定員（船舶検査証書、臨時変更証又は船舶検査手帳に記載され
ている最大搭載人員をいう。）が 12 人を超える船舶で、人の輸送に
従事するもの及び旅客定員 12 人以下の船舶で、旅客運送事業に従
事するものをいう。 

漁 船 － 
漁船法第２条第１項に規定する「漁船」及び外国人漁業の規制に関
する法律第２条第７項に規定する「外国漁船」をいう。 

遊 漁 船 － 
遊漁船業の適正化に関する法律第２条第２項に規定するものをい
う。 

 
プレジャー
ボ ー ト 

クルーザーボート 内燃機関を動力とするボートであって、船室を有するものをいう。 

モ ー タ ー ボ ー ト 
内燃機関を動力とするボートであって、船室のないものをいう。 
（リジッドタイプのミニボートを含む。） 

クルーザーヨット 船室を有する帆走艇をいう。 
ディンギーヨット 船室を有しない帆走艇をいう。 
カ ヌ ー カヌー等軽量で人が持ち運びできるパドルで漕ぐ舟艇をいう。 

ゴ ム ボ ー ト 
推進機関の有無を問わずゴムでできたボートをいう。 
（インフレータブルタイプのミニボートを含む。） 

水 上 オ ー ト バ イ 小型船舶安全規則第２条第２項に該当する水上オートバイをいう。 

そ の 他 － 練習船、監視取締船、軍艦等上記の用途に区分できないものをいう。 
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第１章 船舶海難及び人身海難の現況と防止対策 

第１節 船舶海難 

１ 現況 

（１）概観 

令和３年に海上保安庁が取り扱った船舶海難隻数は1,942隻で、過去10年間にお

いて最も少ない海難隻数となりました。また、船舶海難に伴う死者・行方不明者は

62人でした。※グラフ１ 

令和３年の船舶海難の上位を占めるプレジャーボート、漁船、貨物船のうちプレ

ジャーボートのみが昨年よりも増加し、※グラフ２特にプレジャーボートのうち水上オ

ートバイの海難が昨年と比べ27隻増加と最も多く増加しました。※グラフ３ 

【船舶海難隻数の推移】グラフ１ 

 

【船舶種類別発生状況】グラフ２ 【プレジャーボート船舶種類別発生状況】グラフ３ 
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（２）船舶種類別 

船舶種類別の船舶海難隻数は、プレジャーボートが増加し、漁船が減少しており、

過去５年間同じ傾向を示しています。※グラフ 4 令和３年の船舶種類別では、プレジャ

ーボートが 1,019 隻（52%）と最も多く、次いで漁船 431 隻（22%）となってい

ます。※グラフ 5 

【船舶種類別の推移】グラフ４ 【船舶種類別の割合（令和３年）】グラフ５ 

  

（３）海難種類別 

海難種類別の船舶海難隻数は、運航不能が最も多く、次いで衝突、乗揚の順とな

っており、過去５年間同じ傾向を示しています。※グラフ 6 令和３年の海難種類別で

は、運航不能が 785 隻（40％）と最も多く、次いで衝突 400 隻（21%）となって

います。※グラフ 7 

【海難種類別の推移】グラフ６ 【海難種類別の割合（令和 3 年）】グラフ７ 
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（４）トン数別 

トン数別の船舶海難隻数は、20 トン未満の船舶が最も多く、過去 5 年間同じ傾

向を示しています。※グラフ 8令和３年のトン数別では、20 トン未満が1,571 隻（81%）

と最も多く、次いで 500 トン以上が 201 隻（10%）となっています。※グラフ 9 

【トン数別の船舶海難隻数推移】グラフ 8 【トン数別の割合（令和 3 年）】グラフ 9 

  

（５）死者・行方不明者を伴う船舶海難 

死者・行方不明者を伴う船舶海難隻数は、プレジャーボートが昨年よりも大幅に

増加しました。※グラフ10令和３年の船舶種類別では、プレジャーボートが21隻（55%）

と最も多く、次いで漁船 14 隻（37%）となっています。※グラフ 11 

【死者・行方不明者を伴う船舶海難隻数の推移】        
グラフ 10 

【死者・行方不明者を伴う船舶海難隻数の割合（令和 3 年）】

グラフ 11 
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２ 防止対策 

（１）プレジャーボートの海難防止対策 

  ア 全体の傾向 

（ア）プレジャーボートの海難は、過去５年間増加傾向を示しています。※グラフ12令

和３年の種類別では、モーターボートが639隻（63％）と最も多く、次いで水上

オートバイが93隻（9％）となっています。※グラフ13 

【プレジャーボート種類別の推移】グラフ12 【プレジャーボート種類別の割合（令和３年）】グラフ13 

  

（イ）海難種類別では、運航不能（機関故障）が最も多く、過去５年間同じ傾向を

示しています。※グラフ14また、令和３年の海難種類別では、運航不能（機関故障）

が221隻（22％）と最も多く、次いで衝突が129隻（13％）となっています。

※グラフ15 

【海難種類別の推移】グラフ14 【海難種類別の割合（令和３年）】グラフ15 
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① モーターボート及びクルーザーボートの海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和３年は令和 2 年よりも海難発生数は減少していますが、過去５年間の中

では高い水準を維持しています。※グラフ 16 また、令和３年の海難種類別では、

運航不能（機関故障）が 185 隻（26％）と最も多く、次いで浸水が 97 隻（14％）

となっています。※グラフ 17 

【海難種類別の発生推移】グラフ16 【海難種類別の発生割合（令和３年）】グラフ17 

  

（イ）令和３年に発生したモーターボート及びクルーザーボートの運航不能（機関

故障）について、最も多い故障箇所を占めたのは電気系で53隻（29%）を占め、

次いで燃料系が43隻（23%）となっています。※グラフ18、19また、発航前検査の

実施割合は、実施有りが130隻（70％）を占め、実施無しが50隻（27％）とな

っています。※グラフ20、21 

【故障箇所系統別の発生推移】グラフ18 【故障箇所系統別の発生割合（令和３年）】グラフ19 
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【発航前検査の実施推移】グラフ20 【発航前検査の実施割合（令和３年）】グラフ21 

  

  イ 事故事例 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例１：運航不能（機関故障）～電気系の故障～ 

事故概要：プレジャーボート A は、漂泊しながら釣りしていたところ、電気系統の

部品が、経年劣化による膨張で動きが悪くなっていたため、機関を起動

しようとした際に作動せず、複数回起動を試みて電流を流したことによ

りさらに熱膨張し、焼きついて固着し、航行不能になりました。 

事例２：運航不能（機関故障）～燃料系の故障～ 

事故概要：プレジャーボート B は、釣り場を移動するため後進をかけたところ、燃

料タンク接続部のパッキン劣化が原因で機関が停止し、その後、風に圧

流されて消波ブロックに打ちつけられました。 

故障した部分を含め、船長は整備事業者等による定期的な点検整備を依

頼したことはありませんでした。 
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  ウ 対策 

プレジャーボートの海難のうち、最多である運航不能（機関故障）に陥ると風

浪や潮流に流され磯場等へ乗揚げるなど、二次災害に繋がるおそれがあることか

ら、小型船舶操縦者の遵守事項に定められている発航前検査を適切に実施すると

ともに、整備事業者等による定期的な点検整備の実施が有効です。 

海上保安庁では、同種海難を未然に防止するため、小型船舶の操縦免許証更新

講習や訪船時に運航不能（機関故障）の防止に特化したリーフレットを活用して

指導しているほか、関係機関・民間団体との合同パトロール等を通じて発航前検

査の徹底を指導するとともに整備事業者等による定期的な点検整備の有効性につ

いて積極的に周知し、ユーザーの安全意識向上を図っています。 

 

【機関故障が原因で磯場に乗揚げたプレジャーボート】 【海上安全指導員との合同パトロール】 
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② 水上オートバイの海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和３年は令和２年よりも大幅に増加しています。※グラフ 22 また、令和３年

の海難種類別では、衝突が 28 隻（30％）と最も多く、次いで運航不能（機関

故障）が 16 隻（17％）となっています。※グラフ 23 

【海難種類別の発生推移】グラフ22 【海難種類別の発生割合（令和３年）】グラフ23 

  

（イ）令和３年に発生した水上オートバイの衝突について、衝突に至った最も多 

い原因は、見張り不十分で 12 隻（43％）を占め、次いで操船不適切が 11 隻

（39%）となっています。※グラフ 24，25 

【衝突の原因別発生推移】グラフ24 【衝突の原因別発生割合（令和３年）】グラフ25 
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イ 事故事例 

事例１：衝突 ～見張り不十分、操船不適切～ 

事故概要：水上オートバイ A とその左舷後方を追従していた水上オートバイ B は、

２隻で遊走中、水上オートバイ A は自船の左舷後方の見張りを行わずに

左転し、水上オートバイ B は避けようと左転しましたが避けきれず両船

は衝突しました。水上オートバイ A の船長は顔面骨折等で入院、水上オ

ートバイ B の船長は前歯３本を破折しました。 

 

ウ 対策 

水上オートバイは、遊泳者直近を高速航行する等の一部ユーザーによる危険操

縦や、令和３年には３名乗りの水上オートバイが高速航行中に護岸に衝突し、乗

船者全員が死亡する等の事故も発生しています。 

海上保安庁では、水上オートバイによる海難を未然に防止するため、関係機関・

民間団体と連携し購入時や発航場所、沖合における安全指導のほか小型船舶の操

縦免許証更新講習等の機会を通じ、見張りの徹底やルール、マナーの遵守などを

啓発し、ユーザーの安全意識の向上を図っています。 

 

【安全指導】 【関係機関との合同パトロール】 

  

事例２：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：乗船者２人の水上オートバイ C は、３人乗りのトーイングチューブを曳い

て遊走し、その後方を水上オートバイ D が遊走中、水上オートバイ C が

周囲の見張りを行わずに反転したところ、水上オートバイ D と衝突しまし

た。水上オートバイ C の船長は第3腰椎横突起骨折等の負傷、同乗者は股

関節等に痛みを訴え病院に搬送されました。水上オートバイ D の船長は頚

部捻挫等の怪我を負いました。 
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【ウォーターセーフティガイド（水上オートバイ編）】 

 

 

 

 

 

                             【アクセス先】 

 

 

 

 

 

 

（URL）https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/pwc/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/pwc/
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③ ミニボートの海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）ミニボートの海難は、過去５年間増加傾向を示しています。※グラフ26また、令

和３年の海難種類別では、落水の危険性が高い転覆が32隻（26％）と最も多く、

同じく落水の危険性が高い浸水も13隻（11％）と３番目に多くなっています。

※グラフ27 

【海難種類別発生推移】グラフ26 【海難種類別発生割合（令和３年）】グラフ27 

  

（イ）令和３年に発生したミニボートの転覆・浸水に至った最も多い原因は、気象

海象不注意及び操船不適切が共に11隻（25%）で、次いで船体バランスに対す

る不注意が６隻（14%）となっています。※グラフ28、29 

【転覆・浸水の原因別発生推移】グラフ28 【転覆・浸水の原因別発生推移（令和3年）】グラフ29 
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イ 事故事例 

 

ウ 対策 

ミニボートの海難の発生が増加傾向にある要因は、小型船舶操縦免許及び船舶

検査が不要であり、海に関する基礎知識や船体特性を正しく理解しないまま出航

しているユーザーが多いためと考えられます。 

海上保安庁では、ミニボートの海難を未然に防止するため、発航前のユーザー

等に対して安全啓発リーフレット等を使用した安全指導のほか、民間企業と連携

して安全啓発資料を配布し、ユーザーの安全意識の向上を図っています。 

 

【発航前ユーザーに対する安全指導】 【訪船指導】 

  

 

 

事例１：転覆 ～気象海象不注意～ 

事故概要：乗船者３人のミニボート A は、気象海象を十分に調査せず出港して沖合で

釣り中に、風浪の影響で浸水し、排水作業が間に合わず波を受けて転覆し

ました。乗船者３人は海上に投げ出されましたが、転覆したミニボートに

しがみついて救助を要請し、水難救済会所属船により救助されました。 

事例２：転覆 ～船体バランスに対する不注意～ 

事故概要：乗船者２人で釣りをしていたミニボート B にて、船体バランスに注意せず

に１人が釣り竿を出そうと船内で移動したところ、船体が傾斜して転覆し、

乗船者２人は海上に投げ出されました。２人のうち１人は陸上まで泳ぎ救

助を求め、漂流していたもう１人は、巡視艇に発見され病院へ搬送されま

したが、死亡が確認されました。 
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【ウォーターセーフティガイド（ミニボート編）】 

 

 

 

 

 

                              

【アクセス先】 

 

 

 

 

 

 

（URL）https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/miniboat/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/miniboat/
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④ カヌーの海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和3年は、46隻と昨年よりも増加しており、平成30年から増加傾向を示し

ています。※グラフ30また、令和３年の海難種類別では、運航不能（操船技能不足）

が21隻（46％）と最も多く、次いで運航不能（荒天難航）が13隻（28％）と

なっています。※グラフ31 

【海難種類別発生推移】グラフ30 【海難種類別発生割合（令和３年）】グラフ31 

  

（イ）令和３年に発生したカヌーの運航不能（操船技能不足）について、最も多い

原因は、気象海象不注意で８隻（38%）を占め、次いで操船不適切で７隻（33%）

となっています。※グラフ32、33 

【運航不能(操船技能不足)の原因別発生推移】グラフ32 
【運航不能(操船技能不足)の原因別発生割合（令和３年）】 

グラフ33 
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  イ 事故事例 

事例１：運航不能（操船技能不足）～復原不能による漂流～ 

事故概要：カヌー２隻が横抱きの状態で目撃された後、乗船者２人が遺体で発見され

ました。いずれかの艇に何らかのトラブルが発生し、横抱きの状態で帰還

を試みていたところ、風浪に煽られ、転覆したことにより海上漂流した末、

当時の海水温が約１０度程度であったことから、徐々に体温が低下し、低

体温症を発症する等身体の機能が低下する中、海水を吸引し窒息死（溺死）

したものと推測されます。 

 
ウ 対策 

カヌーの海難が増加傾向にある要因は、小型船舶操縦免許及び船舶検査が不要

であり、インターネット等で手軽に購入して始められることから海に関する基礎

知識や船体特性を正しく理解しないまま出航している経験年数が浅いユーザーが

多いためと考えられます。 

海上保安庁では、カヌーの海難を未然に防止するため、安全啓発リーフレット

等を使用した安全指導やカヌー体験教室における海難防止講習を実施するなど、

ユーザーの安全意識の向上を図っています。 

事例２：運航不能（操船技能不足）～復原不能による漂流～ 

事故概要：カヌーの経験が1年未満の乗船者２人は、カヌーで釣りをするために出航

しましたが、横波を受けて転覆し、複数回、復原を試みるも技能不足によ

り失敗し、漂流しました。その後、水難救済会所属船により救助されまし

た。 

【カヌー愛好者に対する安全指導】 【カヌー体験教室参加者への海難防止講習】 
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【ウォーターセーフティガイド（カヌー編）】 

 

 

 

 

 

                              

【アクセス先】 

 

 

 

 

 

 

（URL）https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/canoe/ 

https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/canoe/
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（２）漁船の海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和３年は、431隻と過去５年間減少傾向を示しています。※グラフ34また、令

和３年の海難種類別では、衝突が118隻（27％）と最も多く、次いで運航不能

（無人漂流）及び火災が48隻（11％）となっています。※グラフ35 

【海難種類別発生推移】グラフ34 【海難種類別発生割合（令和３年）】グラフ35 

  

（イ）令和３年に発生した漁船の衝突について、衝突に至った最も多い原因は、見

張り不十分で93隻（79％）を占め、次いで操船不適切が13隻（11％）となっ

ています。※グラフ36，37 

【衝突の原因別発生推移】グラフ36 【衝突の原因別発生割合（令和３年）】グラフ37 

  

  

衝突, 
118隻, 27%

運航不能(無人漂流), 
48隻, 11%

火災, 48隻, 11%乗揚, 44隻, 10%

浸水, 37隻, 9%

転覆, 
32隻, 8%

運航不能
(推進器・舵障害), 

32隻, 8%

運航不能(機関故障), 
23隻, 5%

単独衝突, 
10隻, 2%

爆発, 2隻, 1%
運航不能その他, 36隻, 8%

その他, 1隻, 0%

海難隻数
431隻

139 165 131 101 118

62
60

55
57 48

42 24
33

40 48

56 53
50 56 44

61 33
34 29 37

43 52
48 61 32

543 539
510 494

431

0

200

400

600

H29 H30 R1 R2 R3

（隻）
その他

運航不能その他

爆発

単独衝突

運航不能(機関故障)

運航不能
(推進器・舵障害)

転覆

浸水

乗揚

火災

運航不能(無人漂流)

衝突

113 

144 

109 

79 
93 

139 

165 

131 

101 

118 

0

50

100

150

H29 H30 R1 R2 R3

（隻）

その他

不可抗力等

その他の運航の過誤

船位不確認

居眠り運航

操船不適切

見張り不十分
見張り不十分, 

93隻, 79%

操船不適切, 
13隻, 11%

居眠り運航, 
8隻, 7%

不可抗力等, 
3隻, 2%

その他, 
1隻, 1%

衝突
118隻



第１章 船舶海難及び人身海難の現況と防止対策 

 

令和 3 年海難の現況と対策 21 

（ウ）過去５年間に発生した漁船の衝突について、10年以上の経験を有する操船者

による事故の割合が81％と高いことが特徴として挙げられます。また、見張り

不十分が原因の船舶同士による衝突の際、相手船を認識することなく衝突に至

っている場合が半数以上を占めています。※グラフ38，39 

【衝突における操船者の経験割合（過去５年間合計）】グラフ38 
【見張り不十分が原因の衝突のうち、衝突相手船の 
初認の有無別割合（過去５年間合計）】グラフ39 

  

  イ 事故事例 

事例：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：漁船 A は漁を終えて帰港中に、自動操舵のまま携帯電話の操作に没頭して

周囲の見張りを怠った状態で航行し、また、漁船 B は網の敷設などの漁労

作業を周囲の見張りを怠った状態で実施していたところ、互いに認識する

ことなく衝突しました。衝突の衝撃で、漁船Ｂの船長及び乗組員の２人は、

頭蓋骨骨折等の怪我を負いました。 

 

事例：火災 ～火気取扱不注意～ 

事故概要：漁船 C が航行中、機関室内に干していた洗濯物が発火し、火災警報器が作

動したため船長及び乗組員は機関室内に向かったところ主機の排気管付

近から１メートルほどの炎が上がっていることを確認しました。直ちに消

火作業を実施しようとするもポンプが起動しなかったため断念し、救命筏

にて船長及び乗組員全員で避難したところ、付近航行船舶によって救助さ

れました。その後、巡視船による消火活動が行われるも漁船 C は沈没しま

した。 
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ウ 対策 

漁船の海難における見張り不十分の要因としては、一人乗りの漁船による自動操

舵中の漁労作業や魚群探知機等の計器を注視したままの操船など、漁労関連作業に

傾注し、相手船を認識することなく衝突に至っている場合が非常に多くなっていま

す。 

海上保安庁では、漁船の衝突海難等を防止するため、漁業協同組合への訪問指導

や漁船への訪船指導、各種海難防止講習会、水産庁が支援する安全推進員養成講習

等の機会を活用し、操業中に疎かになりがちな見張りの徹底を呼びかけるとともに、

関係機関と連携してＡＩＳ※の搭載推奨等について周知・啓発を行っています。 

※ＡＩＳ（船舶自動識別装置）は船名、船舶の位置、針路、速力等の安全に関する情報を VHF 電波に乗せて

相互に自動的に送受信するシステムです。AIS は雨や波の影響を受けず、荒天時でもお互いの位置、針路等が

確認できることから、衝突防止に役立てることができます。 

 

【漁業協同組合への訪問指導】 【漁船への訪船指導】 
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（３）遊漁船の海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和３年は、80隻と令和２年よりも大幅に増加しています。※グラフ40また、令

和３年の海難種類別では、衝突が38隻（47%）と最も多く、次いで乗揚が11隻

（14％）となっています。※グラフ41 

【海難種類別発生推移】グラフ40 【海難種類別発生割合（令和３年）】グラフ41 

  

（イ）令和３年に発生した遊漁船の衝突について、衝突に至った最も多い原因は、

見張り不十分で31隻（81％）を占め、次いで操船不適切が３隻（８％）となっ

ています。※グラフ42、43 

 

 

 

【衝突の原因別発生推移】グラフ42 【衝突の原因別発生割合（令和３年）】グラフ43 
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  （ウ）過去５年間に発生した遊漁船の衝突について、衝突の原因における見張り不   

十分が占める割合は83％と他の船種に比べて高くなっています。※グラフ44また、

衝突するまで相手船を認識していない場合で22隻（71％）を占めています。 

※グラフ45 

【船舶種類別の衝突における見張り不十分の割合 

（過去5年間合計）】グラフ44 

【見張り不十分が原因の衝突のうち、衝突相手船

の初認の有無別割合（令和３年）】グラフ45 

 

 

  イ 事故事例 

事例１：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：目的地に向け航行していた遊漁船 A が、漂泊しながら釣りをしていた遊漁

船 B と衝突し、遊漁船 B に乗船していた釣り客のうち１人が死亡しまし

た。事故当時、遊漁船 A は自動操舵のまま操縦席を離れて作業に傾注し、

見張りをしておらず、遊漁船 B は釣り客の世話に気を取られて見張りをし

ていませんでした。 

 

事例２：衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：目的地に向け航行していた遊漁船Ｃと漁船Ｄが見張りを十分にしておらず

衝突し、遊漁船Ｃに乗船していた船長を含む計６人全員が負傷しました。

事故当時、遊漁船Ｃは漁船Ｄが避けてくれるだろうと臆断し、見張りをし

ておらず、漁船Ｄは遊漁船Ｃと衝突するおそれはないと臆断し漁具の整理

に傾注し、見張りをしていませんでした。 
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ウ 対策 

遊漁船の海難における見張り不十分の要因としては、釣り客を乗船させるため、

釣りポイントの探索、乗客への対応等、船長の行う作業は多岐にわたることから

見張り不十分に陥るためと考えられます。遊漁船は、ひとたび海難が起これば、

多くの負傷者を伴う大事故に繋がりかねません。そのため、遊漁船事業者には高

い安全意識を持ち、確実な見張りによって周囲の状況を把握し、常時適切な運航

を行うことが求められます。 

海上保安庁では、水産庁及び都道府県と連携し、「遊漁船業務主任者講習」「遊

漁船安全講習会」等の機会を活用して遊漁船事業者の安全意識を高揚させるため

の啓発を重点的に取り組むほか、訪船指導により見張りの徹底等について周知・

啓発を行っています。 

 
【遊漁船安全講習会】 【遊漁船事業者に対する注意喚起リーフレット】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１章 船舶海難及び人身海難の現況と防止対策 

 

26 令和３年海難の現況と対策 

（４）貨物船等の海難防止対策 

ア 貨物船の傾向 

（ア）令和３年は、205隻で昨年と同数となっています。※グラフ46また、令和３年の

海難種類別では衝突が64隻（31%）と最も多く、次いで単独衝突が58隻（28％）

となっています。※グラフ47 

【海難種類別発生推移】グラフ46 【海難種類別発生割合（令和３年）】グラフ47 

  

（イ）令和３年に発生した貨物船の衝突について、衝突に至った最も多い原因は操

船不適切で21隻（33％）を占め、次いで見張り不十分が20隻（31％）となっ

ています。※グラフ48、49 

【衝突の原因別推移】グラフ48 【衝突の原因別発生割合（令和３年）】グラフ49 
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（ウ）令和３年における台風・異常気象下で発生した貨物船の海難についても、昨

年と同数であり、過去５年間で最少となっています。※グラフ50 また、トン数別

の衝突原因では1,000トン未満は見張り不十分による衝突が多いのに対し、

1,000トン以上では操船不適切による衝突が多くなっています。※グラフ51 

【台風・異常気象下における貨物船海難の推移】    
グラフ50 

【トン数別 衝突原因（見張り不十分、操船不適切）
別発生状況（過去５年間合計）】グラフ51 
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イ タンカーの傾向 

（ア）令和３年は、57隻と昨年より減少しており、過去５年間で最少となっていま

す。※グラフ52また、令和３年の海難種類別では衝突が19隻（33％）と最も多く、

次いで単独衝突及び運航不能（機関故障）が11隻（19％）となっています。 

※グラフ53 

【海難種類別発生推移】グラフ52 【海難種類別発生割合（令和３年）】グラフ53 

  

 

（イ）令和３年に発生したタンカーの衝突について、衝突に至った最も多い原因は

見張り不十分で８隻（42％）を占め、次いで操船不適切が４隻（21％）となっ

ています。※グラフ54、55 

【衝突の原因別発生推移】グラフ54 【衝突の原因別発生割合（令和３年）】グラフ55 
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ウ 旅客船の傾向 

（ア）令和３年は、33隻で昨年とほぼ同様の海難隻数となっています。※グラフ56ま

た、令和３年の海難種類別では単独衝突が10隻（31％）と最も多く、次いで衝

突が８隻（24％）となっています。※グラフ57 

【海難種類別発生推移】グラフ56 【海難種類別発生割合（令和３年）】グラフ57 

  

  （イ）令和３年に発生した旅客船の単独衝突について、単独衝突に至った最も多い

原因は操船不適切で６隻（60％）であり、次いで気象海象不注意１隻（10％）

となっています。※グラフ58、59 

【単独衝突の原因別発生推移】グラフ58 【単独衝突の原因別発生割合（令和３年）】グラフ59 
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  エ 事故事例 

事例１：貨物船衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：貨物船Ａは自動操舵で航行中、左舷側に漁船が接近しているのを確認し

たことから操舵を手動に切り替え、漁船の継続監視を行っていたが方位

角に明確な変化がなくなおも自船に接近し続けていたため、針路を変更

するも、避航の時期を逸しており両船が衝突しました。 

     衝突により、貨物船は船首に擦過痕があるも航行に支障は生じなかった

が、漁船は転覆し、乗組員２人のうち１人が船内に取り残されているの

を救助するも搬送先の病院で死亡が確認されました。 
 

事例２：タンカー衝突 ～見張り不十分～ 

事故概要：タンカーＡは目的地向け自動操舵で航行、漁船Ｂは漁場向け船団で航行

中、同タンカーは漁船をレーダーで確認するも相手が避航するものと憶

断し見張りを怠り、漁船は位置関係から自船が保持船であるため相手が

避けるだろうと憶断した結果、両船は衝突しました。 

     衝突の影響でタンカーＡは船体外板に擦過痕、漁船は船首部が破損しま

した。 
 

事例３：旅客船単独衝突 ～操船不適切～ 

事故概要：旅客船Ａは乗客を乗せ入港中、操船以外のことを考えながら操船したた

め、減速する時期を逸してしまい、桟橋と衝突の危険を感じたことから

慌てて全速後進とするも間に合わず、桟橋と衝突しました。 

     桟橋と衝突した結果、船体に擦過痕が生じました。 

オ 対策 

毎年７月に官民が一体となって展開している「海の事故ゼロキャンペーン」等

を通じて、常時適切な見張りの徹底や船舶間コミュニケーションの促進など適切

な操船に必要な事項について指導しています。 

また、昨今の頻発・激甚化する台風等の異常気象の状況を踏まえ、令和２年度

から同キャンペーンに「荒天時における走錨等に起因する事故の防止」を加え、

走錨事故防止ガイドライン等を活用し、官民一体となった事故防止の取組みを徹

底しています。 

さらに、霧が多発する時期においては、視界が制限され、衝突海難の蓋然性が

高まるため、適切な見張りの徹底や安全な速力での航行の指導など、地域の特性

を考慮した海難防止活動を実施しています。 
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（５）ふくそう海域の海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）ふくそう海域（東京湾・伊勢湾・瀬戸内海・関門港）では、１日平均約3,000

隻の船舶通航量があります。 

ふくそう海域における船舶海難隻数は、平成30年からは減少傾向を示してい

ます。※グラフ60令和３年の船舶種類別の隻数は、プレジャーボートが400隻

（54％）と最も多く、次いで漁船が107隻（15％）となっています。※グラフ61 

【船舶種類別推移】グラフ 60 【船舶種類別の割合（令和３年）】グラフ 61 
  

（イ）令和３年の海難種類別の隻数は、衝突が 173 隻（23％）と最も多く、次い

で運航不能（機関故障）122 隻（16％）、乗揚 101 隻（14％）となっていま

す。※グラフ 62、63 

【海難種類別推移】グラフ 62 【海難種類別の割合（令和３年）】グラフ 63 
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イ 対策 

ふくそう海域の安全対策については、海上交通センターにおいて、レーダーや

ＡＩＳ等により船舶の動静を把握し、船舶航行の安全に必要な情報提供を行って

います。 

また、大型船の航路への入航間隔の調整、不適切な航行をする船舶への勧告や

巡視船艇と連携した航行指導等を行っています。 

 

 

  

東京湾海上交通センター（神奈川県横浜市） 
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（６）準ふくそう海域の海難の防止対策 

ア 傾向 

（ア）準ふくそう海域（ふくそう海域を結ぶ東京湾湾口～石廊埼沖～伊勢湾湾口～

潮岬沖～室戸岬沖～足摺岬沖の各海域を経て瀬戸内海に至る海域）における令

和３年の船舶海難隻数は132隻でした。船舶種類別の隻数は、プレジャーボー

トが73隻（55％）と最も多く、次いで漁船が31隻（23％）となっています。

※グラフ64、65 

【船舶種類別推移】グラフ 64 【船舶種類別の割合（令和３年）】グラフ 65 

  

（イ）令和３年の海難種類別の隻数は、衝突が 26 隻（20％）と最も多く、次いで

運航不能（機関故障）24 隻（18％）となっています。※グラフ 66，67 

【海難種類別推移】グラフ 66 【海難種類別の割合（令和３年）】グラフ 67 
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イ 対策 

準ふくそう海域は、船舶交通量が多く、複雑な進路交差部が生じるため、重大

海難が発生する蓋然性が高くなっています。 

このため、バーチャル航路標識を活用しつつ、海上人命安全条約（ＳＯＬＡＳ

条約）に基づき、国際海事機関（ＩＭＯ）指定の推薦航路の導入による整流化が

有効であることから、すでに導入済みの伊豆大島西岸沖に加え、和歌山県潮岬沖

についても推薦航路の導入に向けた取組を進めています。 

 

（７）台風、異常気象時における港内の海難防止対策 

ア 傾向 

令和３年の台風、異常気象時における港内の衝突、乗揚事故隻数は０隻でした。

※グラフ68 
【台風、異常気象時における港内の衝突、乗揚事故隻数】グラフ68 

 
イ 対策 

近年の台風等の異常気象が頻発化・激甚化する状況を踏まえ、さらなる事故防

止対策の強化のため、令和 3 年 7 月 1 日に施行された海上交通安全法等の一部を

改正する法律により、 

 ●異常な気象・海象が予想される場合の勧告・命令制度 

 ●海上交通センターからの情報提供、危険回避措置の勧告制度 

などが創設されました。 

これにより、特に勢力の強い台風などが東京湾、伊勢湾、大阪湾を含む瀬戸内

海を直撃すると予想される場合、一定の大型船に対し、湾外などの安全な海域へ

の避難を勧告することなどができるようになりました。 

また、それぞれの海域に、海上保安庁、行政機関、海域利用者等からなる協議

会が設置され、勧告の対象となる台風の規模など具体的な運用ルールをあらかじ

め策定し、台風が実際に直撃した際に円滑かつ迅速に対応できる体制を整えまし

た。 
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第２節 人身海難 

１ 現況 

（１）概観 

令和３年に海上保安庁が取り扱った人身海難者数は2,447人で、そのうち、マリ

ンレジャーに伴う海浜事故※1者数が820人、マリンレジャー以外の海浜事故※2者数

が808人、船舶海難以外の乗船中の事故※3者数が819人となっています。※グラフ69 

また、死者・行方不明者数は906人で、そのうち、マリンレジャーに伴う海浜事

故者数が209人、マリンレジャー以外の海浜事故者数が513人、船舶海難以外の乗

船中の事故者数が184人となっています。※グラフ70 

※1 マリンレジャーに伴う海浜事故とは、海水浴、釣り、潮干狩り等の海洋における余暇活動

に伴って発生した事故をいいます。なお、インストラクター等当該活動を職業として行って

いる者の業務中の事故は、マリンレジャー以外の海浜事故と区分しています。 

※2 マリンレジャー以外の海浜事故とは、余暇活動に伴うもの以外の海浜において発生した事

故をいいます。 

※3 船舶海難以外の乗船中の事故は、衝突、乗揚、転覆等の船舶海難以外の事由により発生し

た船舶の乗船者の海中転落、負傷、病気等をいいます。 

 

 【事故者数の年別発生状況】グラフ 69    【死者・行方不明者数の年別発生状況】グラフ 70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

805 858 798 845 820 

916 892 908 896 808 

912 876 910 864 
819 

2,633 2,626 2,616 2,605 
2,447 

0

1,000

2,000

3,000

H29 H30 R1 R2 R3
マリンレジャーに伴う海浜事故 マリンレジャー以外の海浜事故
船舶海難以外の乗船中の事故

245 242 236 220 209 

630 598 620 594 
513 

196 200 202 
197 

184 

1,071 1,040 1,058 
1,011 

906 

0

500

1,000

H29 H30 R1 R2 R3
マリンレジャーに伴う海浜事故 マリンレジャー以外の海浜事故

船舶海難以外の乗船中の事故

(人) (人) 



第１章 船舶海難及び人身海難の現況と防止対策 

36 令和３年海難の現況と対策 

（２）マリンレジャーに伴う海浜事故 

ア 事故内容別 

令和 3 年のマリンレジャーに伴う海浜事故者 820 人を事故内容別にみると、

海中転落が 255 人（31%）と最も多く、次いで帰還不能が 252 人（31%）とな

っています。※グラフ 71、グラフ 72 

マリンレジャーに伴う海浜事故者のうち死者・行方不明者 209 人を事故内容別

にみると、海中転落が 101 人（48%）と最も多く、次いで溺水が 93 人（45%）

となっています。※グラフ 73、グラフ 74 

【事故内容別事故者数の推移】グラフ71 【事故内容別事故者数の割合（令和3年）】グラフ72 

  

【事故内容別死者・行方不明者数の推移】グラフ73 【事故内容別死者・行方不明者数の割合（令和3年）】グラフ74 
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イ 活動内容別 

マリンレジャーに伴う海浜事故者 820 人を活動内容別にみると、釣り中が 326

人（40%）と最も多く、次いで遊泳中が 213 人（26%）となっています。 

※グラフ 75、グラフ 76 

マリンレジャーに伴う海浜事故者のうち死者・行方不明者 209 人を活動内容別

にみると、釣り中が 107 人（51%）と最も多く、次いで遊泳中が 62 人（30%）

となっています。※グラフ 77、グラフ 78 

【活動内容別事故者数の推移】グラフ75 【活動内容別事故者数の割合（令和3年）】グラフ76 

  

【活動内容別死者・行方不明者数の推移】グラフ77 【活動内容別死者・行方不明者数の割合（令和3年）】グラフ78 
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（３）マリンレジャー以外の海浜事故 

令和 3 年のマリンレジャー以外の海浜事故者 808 人を事故内容別にみると、自

殺が 406 人（50％）と最も多く、次いで海中転落が 303 人（38%）となっていま

す。※グラフ 79 

マリンレジャー以外の海浜事故者のうち死者・行方不明者 513 人を事故内容別に

みると、自殺が 308 人（60%）と最も多く、次いで海中転落が 163 人（32%）と

なっています。※グラフ 80 

【事故内容別事故者数の推移】グラフ 79 【事故内容別死者・行方不明者数の推移】グラフ 80 

 

（４）船舶海難以外の乗船中の事故 

令和 3 年の船舶海難以外の乗船中の事故者 819 人を事故内容別にみると、負傷

が 384 人（47％）と最も多く、次いで病気が 259 人（32％）となっています。 

※グラフ 81 船舶海難以外の乗船中の事故者のうち死者・行方不明者 184 人を事故内容 

別にみると、海中転落が 80 人（43％）と最も多く、次いで病気が 77 人（42％）

となっています。※グラフ 82 

【事故内容別事故者数の推移】グラフ 81 【事故内容別死者・行方不明者数の推移】グラフ 82 
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２ マリンレジャーに伴う海浜事故防止対策 

（１）遊泳中の海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和３年の遊泳中の事故者数は213人で、このうち死者・行方不明者数は62

人で、平成30年から減少傾向にあります。※グラフ83 事故内容別にみると、溺水

が108人（51%）と最も多く、次いで帰還不能が87人（41%）となっています。

※グラフ84 

【事故者数、死者・行方不明者数の推移】グラフ83 【事故内容別事故者数の割合（令和3年）】グラフ84 

  

（イ）令和３年の遊泳中の事故者数を事故原因別にみると、気象海象不注意による

ものが49人（23％）と最も多くなっています。※グラフ85、86 

【遊泳中事故の原因別発生割合の推移】グラフ85 【遊泳中事故の原因別発生割合（令和3年）】グラフ86 
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（ウ）遊泳中の事故者数を年齢層別にみると、10歳代が52人(24%)と最も多く、次

いで20歳代が37人(17%)となっています。※グラフ87 

事故が最も多い溺水の年齢層別では、10歳代が22人(21％)と最も多く、次い

で20歳代が15人(14%)となっています。※グラフ88 

【遊泳中事故の年齢層別発生割合（令和3年）】グラフ87 【溺水事故の年齢層別発生割合（令和3年）】グラフ88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）２番目に多い帰還不能の年齢層別では、10歳代が27人(31%)と最も多く、次

いで20歳代が21人(24%)となっています。※グラフ89 

（オ）令和３年は、令和２年に引き続き、新型コロナウィルス感染防止対策の一環

として開設されなかった海水浴場もあり、海水浴場以外（不開設海水浴場を含

む。以下同じ。）で発生した遊泳中の事故の割合が74％を占めています。 

※グラフ90 

【帰還不能事故の年齢層別発生割合（令和3年）】グラフ89 【遊泳中事故の発生場所別の割合】グラフ90 
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イ 事故事例 

事例１：溺水（海水浴場で保護者が目を離した際に発生した10歳以下の者の事故） 

事故概要：事故者（10歳以下）は、シュノーケルを使用して遊泳していたところ、保

護者が1分程度目を離している間に保護者から約5メートル離れた波打ち

際で意識のないうつ伏せの状態で発見されました。事故者はライフセーバ

ーによる胸骨圧迫により意識が戻った後、病院へ搬送されました。 

 

事例２：溺水（海水浴場ではない海岸を10歳代の者のみで訪れた際の事故） 

事故概要：事故者（10歳代）は、友人と２人のみで海水浴場ではない海岸を訪れ、消

波ブロックの先端付近で泳いでいたところ、沖へ流され行方不明になりま

した。捜索の結果、遊泳場所から3.5キロメートル離れた場所で漂流して

いるところを発見されましたが、その後死亡が確認されました。 

 ウ 対策 

令和２年から新型コロナウィルス感染症対策の一環として、開設されない海水   

浴場が増えており、海水浴場以外での遊泳は、監視員やライフセーバーがいないこ

とによる救助の遅れや、遊泳区域の明示がされていないことにより、水上オートバ

イ等の他のアクティビティと混在する可能性があり、極めて危険です。 

海上保安庁では、地方自治体や警察等と連携し、監視員やライフセーバーが配置

されている等の安全管理がなされている海水浴場で遊泳を行うよう、注意喚起を行

っています。さらに、児童の溺水や帰還不能も発生しているため、教育委員会等と

連携し、児童に対する安全教室を実施しました。また、遊泳を安全に楽しむための

基本的事項を掲載したウォーターセーフティーガイド（遊泳編）を公表しました。 

【児童に対する安全教室】 【関係機関との合同パトロール】 
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【ウォーターセーフティガイド（遊泳編）】 

 

(URL) https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/swimming/ 

【アクセス先】 
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（２）釣り中の海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和３年の釣り中の事故者数は 326 人で、このうち死者・行方不明者数は

107 人でした。※グラフ 91 事故内容別にみると、海中転落が 249 人（76%）と最

も多くなっています。※グラフ 92 

【事故者数及び死者・行方不明者数の推移】グラフ91 【事故内容別事故者数の割合（令和３年）】グラフ92 

 
 

（イ）令和３年の海中転落者249人を発生場所別にみると、防波堤が94人（38%）

と最も多く、次いで磯場が77人（31％）、岸壁が50人（20%）となっています。

※グラフ93、94 
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（ウ）海中転落者のうち、ライフジャケットの非着用者の77人（44％）が死亡・ 行

方不明になった一方、ライフジャケットの着用者は19人（26％）となっていま

す。 ※グラフ95 

【ライフジャケット着用・非着用別の死者・行方不明者数（令和３年）】グラフ95 

 

（エ）令和３年の海中転落者249人のうち、死者・行方不明者96人を発生場所別に

みると、磯場が37人（48％）と最も多く、次いで防波堤が28人（30％）とな

っています。※グラフ96 
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（オ）海中転落に伴う死者・行方不明者96人のライフジャケット着用状況を発生場

所別にみると、いずれも非着用が半数以上となっています。※グラフ97 

（カ）令和３年の事故者（326人）を行動形態（単独行動、複数行動）別にみると、

単独行動が146人、複数行動が180人となっており、単独行動における死者・

行方不明者は77人（53％）となっています。また、単独行動の死者・行方不明

者の割合は、複数行動の死者・行方不明者の割合の約３倍となっています。 

※グラフ98 

【行動形態と死亡・行方不明率（令和３年）】グラフ98 
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  イ 事故事例 

事例１：海中転落（立入禁止の防波堤からの転落） 

事故概要：事故者は、友人と立入禁止の防波堤において釣りをしていたところ、背後

から来た波にさらわれて海中転落しました。その状況を目撃した友人が周

囲に救助を求め、付近の釣り人がロープを海中に投げ入れ、事故者はロー

プに掴まっていたところ、付近航行中の遊漁船に救助されました。当時、

波浪注意報が発表されていました。 

 

事例２：海中転落（周辺環境に対する不注意による転落） 

事故概要：事故者は、夜間に友人と磯場で釣りをしている際に、バケツで海水を汲も

うとしたところ、バランスを崩して海中転落しました。その状況を目撃し

た友人が救助しようとしましたが、陸上に引き揚げることができず、事故

者は死亡しました。 

ウ 対策 

釣り中の海難における海中転落の要因については、釣り場の状況、気象海象や

釣り中の不注意等の自己の過失によるものが多く、また、ライフジャケットの着

用率も低いことから、海に関する基本的な知識の習得に加え、釣り場の選定や適

切な装備の着用をはじめとした安全意識の向上が必要です。 

海上保安庁では、同種海難を未然に防止するため、過去に海難が発生している

場所や人気のある釣り場において、自治体や警察等と合同パトロールを行い、釣

り人に対する安全指導を実施しています。また、釣具店等と協力し、ライフジャ

ケット着用推進などの安全啓発リーフレットを活用した周知啓発を行うとともに、

知名度のあるアングラーを通じ、SNS 等で広く安全に関する情報を発信し、釣り

人の安全意識の向上を図っています。 

【関係機関との合同パトロール】 【大手釣具店へのリーフレット配布協力依頼】 
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【ウォーターセーフティガイド（釣り編）】 

 

(URL) https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/fishing/ 

 

【アクセス先】 



第１章 船舶海難及び人身海難の現況と防止対策 

48 令和３年海難の現況と対策 

（３）スクーバダイビング中の海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和3年のスクーバダイビング中の事故者数は35人で、このうち死者・行方

不明者数は7人となっています。※グラフ99また、事故内容別にみると、溺水が17

人（48％）と最も多く、次いで減圧症の発症等の病気が10人（29％）となって

います。※グラフ100 

（イ）令和３年のスクーバダイビング中の事故者数を事故原因別にみると、知識技

能不足が 7 人(20％)となっています。※グラフ 101、102 知識技能不足とは、具体的

には、マスクに入った海水をうまく排水できないことや、レギュレーターが口

から外れてしまう等が挙げられます。 

【事故者、死者行方不明者数の推移】グラフ99 【事故内容別事故者数の割合（令和３年）】グラフ100 

  

【事故原因の内訳の推移】グラフ101 【事故原因の内訳（令和3年）】グラフ102 
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（ウ）過去５年間の溺水した事故者を潜水経験(本数)別にみると 82 人(67％)が

100 本未満(「初めて」から「50～100 本未満」までの合計)です。※グラフ 103 

年齢層別にみると、40 歳代と 60 歳代がそれぞれ 9 人(26％)と最も多くな

っています。※グラフ 104 

【潜水経験別溺水者数の割合(過去 5 年間)】グラフ 103 【年齢層別の発生割合（令和３年）】グラフ 104 

  

イ 事故事例 

事例１：溺水(知識技能不足が原因の事故) 

事故概要：事故者（潜水経験:初めて）は、インストラクターを伴って体験ダイビング

中にマスクに海水が入ったため、海水をマスクの外に出そうと試みました

が、マスクが外れそうになった際にレギュレーターが外れたことでパニッ

クに陥り、溺水しました。 

 

事例2：病気(健康状態に対する不注意が原因の事故) 

事故概要：事故者（40歳代、持病:高血圧症）は、ダイビングを終え、海面に浮上する

際、ダイバーズウォッチの心拍数警報が表示されたものの、数値を気にす

ることなく浮上していたところ、急に息苦しさを感じ、海面に浮上後、意

識を失いました。 
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9人, 26%
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9人, 26%

70歳代,

1人, 3%

事故者数

35人

初めて, 

27人, 22%

10本未満, 

21人, 17%

10~50本未満, 24人, 20%

50~100本未満, 

10人, 8%

100~500本未満, 

19人, 16%

500本以上,

9人, 7%

不詳,

12人,10%

溺水者数

122人
100本未満

67％
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ウ 対策 

スクーバダイビングの海難における溺水の要因としては、海に関する基本的な

知識の不足に加え、マスククリアやレギュレータを正しく咥えられていない等か

らパニックに陥り、事故に至る割合が高いことから、潜水経験が少なく不安を抱

くダイバーや、前回のダイビングから期間が空いているダイバーは、リフレッシ

ュダイビング等の積極的な受講が重要だと考えています。 

海上保安庁では、同種海難を未然に防止するため、ダイビングショップ等事業

者への安全啓発を行うとともに、関係団体主催の安全講習会において講演等を実

施しています。 

【ダイビングショップへの訪問指導】 
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（４）SUP（スタンドアップパドルボード）中の海難防止対策 

ア 傾向 

（ア）令和３年の SUP 中の事故者数は68人で、このうち死者・行方不明者数は２

人となっており、過去５年で増加傾向にあります。※グラフ105また、事故内容別

にみると、帰還不能が63人（93％）と最も多くなっています。※グラフ106 

【事故者数及び死者・行方不明者数の推移】グラフ105 【事故内容別の事故者数（令和３年）】グラフ106 

 
 

（イ）令和３年の SUP 中の事故者数を事故原因別にみると、知識技能不足と気象海

象不注意が 23 人(34%)と最も多くなっています。※グラフ 107、108 

【事故原因別】グラフ107 【事故原因別（令和3年）】グラフ108 
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（ウ）令和３年の SUP 中の事故者数を経験年数別にみると、60 人(88％)が３年

未満（「初めて」から「１～３年未満」までの合計）です。※グラフ 109 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）過去５年間の帰還不能は、風速 5ｍ/s～10ｍ/s、※グラフ 110 波高０.5m～1ｍ

※グラフ 111 の気象海象状況において事故が多くなっています。 

 

  

【経験年数別（令和３年）】グラフ109 

 

【SUP 中の帰還不能発生時の風速】 
（風速が不明の20人を除く過去5年間の合計）グラフ110 

【SUP 中の帰還不能発生時の波高】 
（波高が不明の20人を除く過去5年間の合計）グラフ111 
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イ 事故事例 

 

事例２：負傷（他人の過失） 

事故概要：事故者は、知人とともにインストラクターを伴って SUP の体験ツアーに

参加しました。出発した浜の付近で SUP の練習をした後、沖合へ移動し

て写真撮影をしていたところ、航行中の漁船と衝突し、死亡しました。 

ウ 対策 

SUP の海難は、近年増加傾向にあり、SUP 中の帰還不能の要因については、イ

ンターネットなどで手軽に購入して始めることができることから、知識技能不足

や気象海象不注意によるものが多く発生しています。 

海上保安庁では、同種海難を未然に防止するため、現場での指導や安全講習会

において愛好者に対し啓発活動を行っています。 

令和３年には、初心者の事故に加え、インストラクター引率中での死亡事故

等が発生していることから、「初心者に対する安全啓発事項」「インストラクター

養成課程における各団体が共通で取組むべき安全対策項目」を策定するために、

全国を統括する SUP 関係団体及び関係省庁で構成する SUP 安全対策会議を開

催し、「SUP 安全推進プロジェクト」として、上記関係団体が主体となり安全啓

発活動を推進しています。 

【SUP 安全対策会議】 【安全啓発リーフレット】 

 

 
 
 
 
 
 

 

事例１：帰還不能（気象海象不注意） 

事故概要：事故者は、SUP の扱い方のレッスン等を受けることのないまま、単独で出

発した後、風潮流により帰還不能になりました。その後、捜索していた水

上オートバイに救助されました。当時、海上風警報と波浪警報が発表され

ていました。 
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【ウォーターセーフティガイド（ＳＵＰ編）】 

 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アクセス先】 

（URL）https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/sup/ 
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３ 船舶海難以外の乗船中の事故（船舶からの海中転落）の防止対策 

（１）傾向 

ア 令和3年の船舶からの海中転落事故の発生状況は142人で、船舶種類別にみる

と漁船が65人（46％）と最も多くなっています。※グラフ112、113 

【船舶からの海中転落船舶種類別の推移】グラフ112 【船舶からの海中転落船舶種類別（令和３年）】グラフ113 

（人） 

 

イ 令和３年の漁船からの海中転落時の状況をみると、投揚網作業中が26人（40％）

と最も多くなっています。※グラフ114、115 

【漁船からの海中転落時の状況の推移】グラフ114 【漁船からの海中転落時の状況（令和３年）】グラフ115 

（人） 
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ウ 令和3年の漁船からの海中転落による死者・行方不明者38人のうち、ライフジ

ャケットの非着用者は31人（82％）でした。※グラフ116 

また、一人乗り漁船からの海中転落による死者・行方不明者は24人であり、

漁船からの海中転落による死者・行方不明者38人のうち６割を占めています。 

※グラフ117 

【漁船からの海中転落】グラフ116 【一人乗り漁船からの海中転落】グラフ117 

  

（２）事故事例 

事例１：海中転落（複数人乗船漁船） 

事故概要：事故者は、漁船に複数人で乗船し、操業後に実施していた漁獲物（超過分）

の放流作業中、海に繰り出されるロープが足に絡まり海中転落し、行方不

明となりました。 

 

事例２：海中転落（１人乗り漁船） 

事故概要：事故者は、漁船に1人で乗船し、出港しましたが、同漁船は海上において無

人の状態で発見されました。発見者が事故者の漁船に接近したところ、漁

具のロープが足に絡まり船体の下に沈んだ状態の事故者が発見され、死亡

が確認されました。 
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（３）対策 

不安定な船上で投網・揚網等の身を乗り出す作業を行わなければならないこと

が漁業者の海中転落が多い要因の一つとして挙げられます。 

操業中の事故を減らすためには、漁業者自身が作業の危険性とその安全対策を

把握した上で作業を行うことが重要です。 

海上保安庁では、安全啓発リーフレットを作成し、ホームページ上への掲載、

SNS への投稿、漁業者への配布により事故の防止等について周知啓発を行うとと

もに、水産庁と連携し安全推進員養成のため全国各地で開催している「漁業カイ

ゼン講習会」や各種講習会へ職員を講師として派遣し、海難防止に係る講習を実

施するほか、漁船への訪船指導を行うことで船上作業における安全意識の高揚・

啓発に努めています。 

また、万が一海中転落した場合の生存率を向上させるためには、ライフジャケ

ットの着用が肝要ですが、ライフジャケットの定期的な保守・点検の実施や、転

落の際にライフジャケットが脱げないように適切に着用することも重要です。そ

の上で、舷側のあがりやすい場所に縄梯子等を用意しておくなどの工夫が安全に

つながります。 

地域においては、LGL（ライフガードレディース）にご協力頂きライフジャケッ

トの適切な着用を推進するキャンペーンに協力しています。 

【ＬＧＬ（ライフガードレディース）の活動状況】 
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第３節 海難の区分による発生状況の調査分析 

海上保安庁では、より効果的な海難防止対策を講じるため、平成30年に海難を下表

のとおり見直し、区分しました。 

【表：区分した海難（平成30年～）】 

海 難 船舶海難及び人身海難をいう。 

船 舶 海 難 船舶事故（アクシデント）及びインシデントをいう。 

船 舶 事 故 

（アクシデント） 

船舶事故のうち船舶の運航に関連した損害又は具体的な危険が生じた事故をい

う。 

イ ン シ デ ン ト 船舶事故（アクシデント）以外の船舶海難をいう。 

人 身 海 難 人身事故及びその他の人身に係るトラブルをいう。 

人 身 事 故 
船舶事故によらない海上又は海中における活動中に死傷者が発生した事故をい

う。（自殺、病気等を除く） 

その他の人身に係る 

ト ラ ブ ル 
人身事故以外の人身海難をいう。 

「船舶海難」については、海難の全体像を把握するため、海上保安庁が対応した海難

のみならず、民間の救助機関のみが対応した海難についても事故隻数に取り入れまし

た。加えて、減らすべき対象を明確にした上で具体的な対策を講じ、より効果的に海

難を減少させることを目的として、船舶の運航に関連した損害や具体的な危険が生じ

たものを「船舶事故（アクシデント）」、これらが生じていないものを「インシデント」

に分類しています。 

また、「人身海難」についても、船舶海難と同様の理由から、海上又は海中における

活動中に死傷者が発生した事故を「人身事故」、これらが生じていないものを「その他

の人身に係るトラブル」と分類しています。 
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１ 船舶事故（アクシデント） 

令和３年の船舶事故（アクシデント）は1,972隻でした。船舶種類別の船舶事故

（アクシデント）は、プレジャーボートが1,214隻（62%）で最も多く、次いで漁

船323隻（16%）、貨物船187隻（9%）の順となっています。※グラフ118 

令和３年の海難種類別の隻数は、機関故障や推進器障害などの運航不能が968隻

（49%）で最も多く、次いで衝突369隻（19%）、乗揚261隻（13%）の順となっ

ています。※グラフ119 

【船舶種類別の割合（令和３年）】グラフ 118 【海難種類別の割合（令和３年）】グラフ 119 

  

船舶事故（アクシデント）の特徴として、比較的小型の船舶であるプレジャーボー

ト、漁船・遊漁船で全体の約８割を占めています。※グラフ118近年の事故発生状況及

び地域特性等を踏まえ、令和４年度からは、従前の「プレジャーボートの運航不能

（機関故障）※グラフ120,121」、「ミニボートの転覆・浸水※グラフ122」、「漁船・遊漁船の

衝突※グラフ123,124」に「水上オートバイの衝突※グラフ125」を加えた４つを安全対策の

重点ターゲットとして、効果的かつ効率的な安全対策の推進を実施していきます。 

【プレジャーボートの海難種類別の割合（令和３年）】グラフ120 【プレジャーボートの運航不能の詳細別の割合（令和３年）】グラフ121 
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プレジャーボート, 

1,214隻, 62%

漁船, 

323隻, 16%

貨物船, 

187隻, 9%

遊漁船, 69隻, 4%

タンカー, 53隻, 3%
旅客船, 27隻, 1%

その他, 99隻, 5%

船舶事故
（アクシデント）

1,972隻

運航不能, 

968隻, 49%

衝突, 

369隻, 19%

乗揚, 

261隻, 13%

単独衝突, 

125隻, 6%

転覆, 98隻, 5%

浸水, 92隻, 5%

火災, 43隻, 2% 爆発, 6隻, 0%

その他, 10隻, 1%

船舶事故
（アクシデント）

1,972隻

機関故障, 
442隻, 55%推進器障害, 

100隻, 13%

荒天難航, 
48隻, 6%

燃料欠乏, 
38隻, 5%

無人漂流
（係留不備）, 

38隻, 5%

操船技能不足, 
35隻, 4%

バッテリー過放電, 
32隻, 4%

舵障害, 23隻, 3%

機関取扱不注意, 13隻, 2%

無人漂流（海中転落）, 
8隻, 1%

有人漂流, 6隻, 1%
ろ・かい喪失, 4隻, 0%
走錨, 3隻, 0%

その他, 7隻, 1%

プレジャーボート
運航不能
船舶事故

（アクシデント）
797隻
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【ミニボートの海難種類別の割合（令和３年）】グラフ122 

※プレジャーボートの船舶事故（アクシデント）の内数 

【漁船の海難種類別の割合（令和３年）】グラフ123 

  

 

【遊漁船の海難種類別の割合（令和３年）】グラフ124 【水上オートバイの海難種類別の割合（令和３年）】グラフ125 

※プレジャーボートの船舶事故（アクシデント）の内数 

  

 

  

衝突, 
118隻, 36%

運航不能, 89隻, 28%

乗揚, 
43隻, 13%

転覆, 
23隻, 7%

火災, 
22隻, 7%

浸水, 16隻, 5%

単独衝突, 10隻, 3% 爆発, 2隻, 1%

漁船
船舶事故

（アクシデント）
323隻

衝突, 
36隻, 52%

乗揚, 
11隻, 16%

運航不能, 
10隻, 15%

単独衝突,
6隻, 9%

火災, 3隻, 4%

浸水, 2隻, 3% 転覆, 1隻, 1%

遊漁船
船舶事故

（アクシデント）
69隻

運航不能, 
42隻, 42%

転覆, 
32隻, 32%

浸水, 
12隻, 12%

衝突, 6隻, 6%

乗揚, 3隻, 3%
単独衝突, 2隻, 2%

その他, 3隻, 3%

ミニボート
船舶事故

（アクシデント）
100隻

衝突, 

28隻, 34%

運航不能, 

37隻, 45%

浸水, 

10隻, 12%

乗揚, 4隻, 5%

単独衝突, 1隻, 2%
爆発, 1隻, 1%

その他, 1隻, 1%

水上オートバイ 
船舶事故 

（アクシデント） 
82 隻 
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２ 人身事故 

令和３年の事故区分別の人身事故者数は、船舶海難以外の乗船中の事故が501人

（41%）で最も多く、次いでマリンレジャーに伴う海浜事故476人（38%）、マリ

ンレジャー以外の海浜事故260人（21%）の順となっています。※グラフ126 

令和３年のマリンレジャーに伴う海浜事故の活動内容別の人身事故者数は、釣り

中が202人（42%）で最も多く、次いで遊泳中125人（26%）、サーフィン中80人

（17%）の順となっています。※グラフ127 

【事故区分別の割合（令和 3年）】グラフ 126 【マリンレジャーに伴う海浜事故の活動内容別の割合

（令和 3年）】グラフ 127 

  

人身事故の特徴として、釣り中及び遊泳中でマリンレジャーに伴う海浜事故の約

７割を占めており※グラフ127、また、人身事故には至らない SUP 中のその他のトラブ

ルが急増していることを踏まえ、令和４年度から「釣り中の岸壁及び防波堤からの

海中転落」と「遊泳中の溺水」に「SUP 中の帰還不能」を加えた３つを安全対策の

重点ターゲットとして、効果的かつ効率的な安全対策の推進を実施していきます。 

令和３年の釣り中の事故者数は202人で、事故内容別にみると海中転落が最も多

く181人（90%）でした。釣り中における死者・行方不明者は102人でした。※グラ

フ128 

令和３年の遊泳中の事故者数は125人で、事故内容別にみると溺水が最も多く95

人（76%）でした。遊泳中における死者・行方不明者は62人でした。※グラフ129 

  

船舶海難以外の乗船中の事故, 
501人, 41%

マリンレジャーに伴う海浜事故, 
476人, 38%

マリンレジャー以外の海浜事故, 
260人, 21%

人身事故者数
1,237人

釣り中, 
202人, 42%

遊泳中, 
125人, 26%

サーフィン中, 
80人, 17%

磯遊び中, 
22人, 5%

スクーバダイビング中, 
17人, 3%

トーイング遊具中, 8人, 2%

その他, 22人, 5%

マリンレジャーに伴う

海浜事故

476人
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【釣り中の事故内容別の割合（令和３年）】グラフ 128 【遊泳中の事故内容別の割合（令和３年）】グラフ 129 

  

 

海中転落, 
181人, 90%

負傷, 
12人, 6%

溺水, 
6人, 3%

帰還不能, 
3人, 1%

釣り中
202人

溺水, 95人, 76%

負傷, 
16人, 13%

帰還不能, 
14人, 11%

遊泳中
125人
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Ệ   

ể ṕ Ṗ 

海上保安庁では、情報不足に起因する海難防止対策の一環として、プレジャーボー

トや漁船等の操縦者、海水浴や釣り等のマリンレジャー愛好者の方々に対して、全国

各地の灯台等132箇所で観測した局地的な気象・海象の現況、気象庁が発表する気象

警報・注意報、ミサイル発射や避難勧告等に関する緊急情報、海上工事や海上行事等

の状況に関する海上安全情報、海上模様が把握できるライブカメラ映像等を「海の安

全情報」として提供しています。 

「海の安全情報」は、パソコンやスマートフォン等で手軽に入手することができ、

特に「スマートフォン用サイト」では、現在地周辺の気象・海象の現況、緊急情報等

の情報を画面上で把握することができます。 

また、気象・海象の現況、気象警報・注意報、緊急情報の配信を希望する登録メー

ルアドレスに随時配信するサービスを実施しております。 

 

 

「海の安全情報」で提供している情報 

緊急情報 

避難勧告、海難の発生等の緊急に周知する必要がある情報 

（広域緊急情報、避難勧告、海難・事故等、航行の制限、航路障害物の状

況、航路標識の事故等） 

気象・海象現況 
灯台等で観測した気象・海象（風向、風速、気圧、波高）の現況(30分毎

に更新) 

気象警報・注意報等 

気象庁が発表する気象警報・注意報等 

（特別警報、津波警報・注意報、気象警報・注意報、地方海上警報、竜巻

注意情報） 

海上安全情報 

海上工事情報、海上行事予定等の情報 

（船舶交通の制限等に関する情報、航路障害物の情報、海上での工事・

作業等の情報、漁礁の設置等の情報） 

ライブカメラ 灯台等に設置したライブカメラの動画・画像 
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